


○ 県民健康管理調査 

福島県保健福祉部県民健康管理課 

 

福島県立医科大学 

放射線医学県民健康管理センター 

 

○「県民健康管理調査」検討委員会 

大学、研究所の放射線専門家・有識者・日本学術会議・国環境省
県医師会・病院協会・地元医師会・臨床心理士会など１５名  

○ 甲状腺検査評価部会（Ｈ２５．１１．２７第１回開催） 

     構成委員 16名（甲状腺専門家及び有識者など） 



県民健康管理調査の項目 

１，基本調査    詳細問診票（詳細版） 

            簡易問診票（Ｈ２５．１１～） 

２，甲状腺検査  １８才以下の若年者 

３，健康診査    特定健診に上載せしたもの 

            （血液像が追加された） 

            住民検診に上載せ 

４，こころの健康度・生活習慣に関する調査 

５，妊産婦に関する調査 

  



県民健康管理調査 

１，基本調査 結果  対象者数 2,056,994人 

 

    回答数  詳細版 ４８６，７５７人  ２３．７％ 

 

            簡易版   ２８，４５５人     １．４％ 

 

                計    ５１５，２１２人  ２５．０％ 

 

    外部被曝実効線量推計状況 

           県北地方 南会津地方  相双地方 

     最大値   11mSv   1.6mSv            25mSv 

     平均値   1.2mSv    0.1mSv        0.7mSv 

 



 

 外部被曝実行線量推計状況 



甲状腺検査（甲状腺超音波検査） 
１，対象者  １８歳以下の小児   ３３３，４０３人 

 

２，受診者数            ２６９，３５４人(80.8%) 

 

3, 判定率              ２５４，２８０人(94.4%) 

 

４，Ａ判定              ２５２，４８４人(93.7%) 

 

５，二次検査対象者          １，７９６人(0.7%) 

 

6, 悪性ないし悪性疑い             75人（０．０２７％） 

 （乳頭がん ３２例、低分化がん疑い １例、良性腫瘍 １例） 

 （経過観察 ４１例） 

   



２．甲状腺検査 



３，健康検査(高線量地域のみ） 



健康検査 受診者 

 

  対象者  ２１３，４４４人 

  受診者数  ３５．７６５人 

  受診率     １７％ 

受診者 １５才以下 １６以上 計 

県 内 ８，４１４ 
(23.5%) 

２５，６０８ 
(71.6%) 

３４，０２２ 
(95.1%) 

県 外 ９２７ 
(2.5%) 

８１６ 
(2.2%) 

１，７４３ 
(4.8%) 

合 計 ９，３４１ 
(26.1%) 

２６，４２４ 
(73.8%) 

３５，７６５ 





４．こころの健康度・生活習慣に関する調査 

目 的  

  東日本大地震及び原発事故・避難生活・財産の喪失・恐
怖体験等による精神的苦痛や心的外傷の把握とそのケ
アを目的とする。 

対象者 

  避難区域等の住民２１２，６１８人 

 調査方法：調査票の郵送又は電話 

 調査項目：心と体の健康状態、生活習慣、最近の行動、
生活状況、人とのつながりなど。 

支援対象者 

 子供：７１５人   実施者数   ６２３人 

 大人：６，０７４人 実施者数 １，９４４人 

 

 



結果：子供 身体的体調不良（１９．５％） 

        精神的体調不良（５７．３％） 

        災害後遺症（１３．４％） 

        学校不適応（３２．９％） 

        孤立（１２．２％） 

    大人 体調の変化と身体（８３．５％） 

        精神的体調不良（７９．９％） 

        災害後遺症（１３．０％） 

        社会不適応（７．６％） 

        孤立（１４．８％） 

        全体的に何らかの心配を有している者（１６．３％） 

 



任産婦に関する調査 

対 象:Ｈ２３．８．１～Ｈ２４．７．３１ 県内で母子手帳を交    

     付された方 

対象人数：１４，５１６人 

調査方法：調査票と電話連絡 

回答率： Ｈ２３年度 （９，３１６人５８．２％） 

       Ｈ２４年度  （７，１８１人４９．５％） 

調査内容 

・主観的健康感について 

・妊娠結果結果につい流産（０．８％）中絶（０．０８％） 

 早産（５．７４％）低体重児（９．６％）先天奇形（２．３９％） 

 一般的統計とかわらず。 

・母親のメンタルヘルスについて 

 Ｈ２３年（相双地区３２．１％が高かった）Ｈ２４年（２５．５％） 

・妊娠分娩について 

 Ｈ２３年度：相双地区では７２．８％予定した施設で出来ず 

・家庭状況：避難生中６１．３％・母乳不足７７．５％  

・次回の妊娠希望：希望するが５２．９％   

 

 



１．東日本大震災及び原発事故（福島県特有）は、国難であり、
人災でもあり全面的に国家プロジェクトで管理すべきである。 

２．福島県「県民健康管理調査」は、廃炉まで４０年に渡る長期
管理が必要であり、放射線の環境管理・作業員の健康管理
も含めて総合的管理センター（ナショナルセンター）を現地に
設置すべきである。 

３．現行の健診は、種々の健診体制があり複雑で自治体によっ
て異なるため一元化・統一・恒久性のあるものに検討し直す
必要がある。 

４．受診率が低迷しており、全県下に健診の必要性を啓発する
必要がある。 

５．避難民に早く安定した生活に入れるように、きめ細かい 

  施策が必要である 

 

ま   と   め 


